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仙台市市民センター条例（抜粋） 

平成二年三月一六日 

仙台市条例第八号 

（設置） 

第一条 市民相互の交流と地域活動の振興に資するとともに、

市民の文化の向上及び福祉の増進に寄与するため、社会教育

法（昭和二十四年法律第二百七号）第二十四条の規定に基づ

き、市民センター（以下「センター」という。）を設置する。 

２ センターの種類は、次のとおりとする。 

一 生涯学習支援センター（本市の全域を主たる対象区域と

してその事業を行うとともに、他の全てのセンターを統括

するセンターをいう。） 

二 区中央市民センター（その所在する区の区域内を主たる

対象区域としてその事業を行うとともに、当該区域内に所

在する地区市民センターを支援するセンターをいう。） 

三 地区市民センター（前二号に掲げるセンター以外のセン

ターをいう。） 

（名称及び位置） 

第二条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

一 生涯学習支援センター 

名称 位置 

仙台市生涯学習支援センター 仙台市宮城野区榴岡四丁目1番8号 

二 区中央市民センター 

名称 位置 

仙台市青葉区中央市民センター 仙台市青葉区一番町二丁目1番4号 

仙台市宮城野区中央市民センター  仙台市宮城野区五輪二丁目12番70号 

仙台市若林区中央市民センター 仙台市若林区南小泉一丁目1番1号、保春院

前丁3番地の4 

仙台市太白区中央市民センター 仙台市太白区長町五丁目3番2号 

仙台市泉区中央市民センター 仙台市泉区市名坂字東裏53番地の1 

三 地区市民センター 

名称 位置 

仙台市柏木市民センター 仙台市青葉区柏木三丁目3番1号 

仙台市北山市民センター 仙台市青葉区新坂町8番4号 

仙台市福沢市民センター 仙台市青葉区福沢町9番9号 

仙台市旭ケ丘市民センター 仙台市青葉区旭ケ丘三丁目25番15号 

仙台市三本松市民センター 仙台市青葉区堤町三丁目23番1号 

仙台市片平市民センター 仙台市青葉区米ケ袋一丁目1番35号 

仙台市水の森市民センター 仙台市青葉区水の森四丁目1番1号 

仙台市貝ケ森市民センター 仙台市青葉区貝ケ森一丁目4番6号 

仙台市中山市民センター 仙台市青葉区中山三丁目13番1号 

仙台市折立市民センター 仙台市青葉区折立三丁目20番1号 

仙台市木町通市民センター 仙台市青葉区木町通一丁目7番36号 

仙台市広瀬市民センター 仙台市青葉区下愛子字観音堂5番地 

仙台市宮城西市民センター 仙台市青葉区熊ケ根字石積47番地 

仙台市大沢市民センター 仙台市青葉区芋沢字要害65番地 

仙台市落合市民センター 仙台市青葉区落合二丁目15番15号 

仙台市吉成市民センター 仙台市青葉区国見ケ丘二丁目2番地の1 

仙台市高砂市民センター 仙台市宮城野区高砂一丁目24番地の9 

仙台市岩切市民センター 仙台市宮城野区岩切字三所南88番地の2 

仙台市鶴ケ谷市民センター 仙台市宮城野区鶴ケ谷八丁目19番地の1 

仙台市榴ケ岡市民センター 仙台市宮城野区五輪一丁目3番1号 

仙台市東部市民センター 仙台市宮城野区平成一丁目3番27号 

仙台市幸町市民センター 仙台市宮城野区幸町三丁目13番13号 

仙台市田子市民センター 仙台市宮城野区田子二丁目4番25号 

仙台市福室市民センター 仙台市宮城野区福室五丁目9番36号 

仙台市七郷市民センター 仙台市若林区荒井字堀添65番地の五 

仙台市荒町市民センター 仙台市若林区荒町86番地の二 

仙台市六郷市民センター 仙台市若林区今泉一丁目3番19号 

仙台市若林市民センター 仙台市若林区若林三丁目15番20号 

仙台市沖野市民センター 仙台市若林区沖野七丁目34番43号 

仙台市生出市民センター 仙台市太白区茂庭字新熊野64番地 

仙台市中田市民センター 仙台市太白区中田四丁目1番5号 

仙台市西多賀市民センター 仙台市太白区西多賀三丁目6番8号 

仙台市八本松市民センター 仙台市太白区八本松二丁目4番20号 

仙台市八木山市民センター 仙台市太白区八木山本町一丁目43番地 

仙台市山田市民センター 仙台市太白区山田北前町13番1号 

仙台市茂庭台市民センター 仙台市太白区茂庭台四丁目1番10号 

仙台市東中田市民センター 仙台市太白区四郎丸字吹上51番地 

仙台市柳生市民センター 仙台市太白区柳生七丁目20番地の7 

仙台市富沢市民センター 仙台市太白区富沢南一丁目18番地の10 

仙台市秋保市民センター 仙台市太白区秋保町長袋字大原44番地の1 

仙台市馬場市民センター 仙台市太白区秋保町馬場字竹林45番地の1 

仙台市湯元市民センター 仙台市太白区秋保町湯向2番地の20 

仙台市根白石市民センター 仙台市泉区根白石字杉下前24番地 

仙台市南光台市民センター 仙台市泉区南光台七丁目1番30号 

仙台市黒松市民センター 仙台市泉区黒松一丁目33番40号 

仙台市将監市民センター 仙台市泉区将監八丁目2番1号 

仙台市加茂市民センター 仙台市泉区加茂四丁目2番地 

仙台市高森市民センター 仙台市泉区高森六丁目1番地の2 

仙台市松陵市民センター 仙台市泉区松陵五丁目20番地の2 

仙台市寺岡市民センター 仙台市泉区寺岡二丁目14番地の4 

仙台市長命ケ丘市民センター 仙台市泉区長命ケ丘二丁目14番地の15 

仙台市松森市民センター 仙台市泉区松森字城前9番地の2 

仙台市桂市民センター 仙台市泉区桂三丁目19番地の1 

仙台市南中山市民センター 仙台市泉区南中山二丁目24番地の12 

 

  

資料１２ 
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（使用の許可） 

第三条 センターを使用しようとする者は、あらかじめ教育委

員会の許可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、前

項の許可をしないことができる。 

一 公の秩序を乱すおそれがあるとき 

二 センターの管理上支障を及ぼすおそれがあるとき 

三 前二号に掲げるもののほか、教育委員会が不適当と認め

るとき 

 

（使用料） 

第四条 センターの使用料は、別表に定めるとおりとする。 

２ 使用料は、前条第一項の許可の際、納入しなければならな

い。ただし、市長が必要と認めるときは、使用料を別に定め

る納期限までに納入させることができる。 

（使用料の額の特例） 

第四条の二 市長は、前条第二項ただし書の規定により使用料

を別に定める納期限までに納入させる場合において、当該納

期限の日以前に、第三条第一項の許可を受けた者（以下「使

用者」という。）につき次の各号のいずれかに該当すると認

めるとき（使用料が既納の場合を除く。）は、前条第一項の

規定にかかわらず、同項に規定する使用料の額の範囲内で使

用料の額を定めることができる。 

一 天災その他自己の責めによらない事由によりセンターを

使用できないとき 

二 市長が別に定める期間内にセンターの使用の取りやめを

申し出たとき 

（使用料の返還） 

第五条 既納の使用料は、返還しない。ただし、使用者につき

前条各号のいずれかに該当すると市長が認めるときは、その

全部又は一部を返還することができる。 

（使用料の減免） 

第六条 市長は、特別の事由があると認めるときは、使用料を

減免することができる。 

（目的外使用の禁止） 

第七条 使用者は、許可を受けた目的以外にセンターを使用し

てはならない。 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第八条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはなら

ない。 

（使用許可の取消し等） 

第九条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、

第三条第一項の許可を取り消し、又はセンターの使用を制限

し、若しくは停止することができる。 

一 使用者がこの条例又は使用の許可の際に付された条件に

違反したとき 

二 第三条第二項各号のいずれかに該当することとなったと

き 

（指定管理者） 

第十条 教育委員会は、センターの管理運営上必要と認めると

きは、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四

十四条の二第三項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」

という。）にセンターの管理を行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第十一条 前条の規定により指定管理者にセンターの管理を行

わせる場合に当該指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務

とする。 

一 第三条第一項の許可に関する業務 

二 センターの事業として教育委員会がセンターごとに定め

る事業に関する業務 

三 センターの維持管理に関する業務 

四 前三号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める

業務 

２ 前項の場合における第三条及び第九条の規定の適用につい

ては、これらの規定中「教育委員会」とあるのは、「指定管

理者」とする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第十二条 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則
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の定めるところに従い、適正にセンターの管理を行わなけれ

ばならない。 

（審議会） 

第十三条 社会教育法第二十九条第一項の規定に基づき、本市

が設置する全ての市民センターに共通の公民館運営審議会と

して、仙台市公民館運営審議会（以下「審議会」という。）

を設置する。 

２ 審議会の委員の委嘱の基準は、社会教育委員及び公民館運

営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌

すべき基準を定める省令（平成二十三年文部科学省令第四十

二号）第二条に規定する基準とする。 

３ 審議会の委員の定数は、十七人以内とする。 

４ 審議会の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前三項に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、

教育委員会が定める。 

（委任） 

第十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長又は教育

委員会が定める。 

附則省略 
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仙台市市民センター条例施行規則 

平成二年三月二九日 

仙台市教育委員会規則第五号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、仙台市市民センター条例（平成二年仙台

市条例第八号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（使用時間） 

第二条 市民センター（以下「センター」という。）の施設の

使用時間は、午前九時から午後九時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が必要と認めるとき

は、同項に規定するセンターの施設の使用時間を変更するこ

とができる。 

（休館日） 

第三条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、教

育委員会が必要と認めるときは、これを変更し、又は休館す

ることができる。 

一 月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第

百七十八号）に規定する休日（以下「休日」という。）に

当たる日を除く。） 

二 休日の翌日（日曜日又は休日に当たる場合は、その直後

の日曜日又は休日でない日） 

三 十二月二十八日から翌年の一月四日までの日（前二号に

掲げる日を除く。） 

（使用許可の手続） 

第四条 条例第三条第一項の許可（以下「使用許可」という。）

を受けようとする者は、使用申込書及び教育委員会が必要と

認める書類（次項において「使用申込書等」という。）を教

育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による使用申込書等の提出は、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。ただし、教育委員会が特に

必要と認める場合は、この限りでない。 

一 センターの施設を専用使用しようとする場合には、使用

しようとする日（以下「使用日」という。）の属する月の

二月前の月の十日から使用日までの期間内に行うこと 

二 センターの施設を個人使用しようとする場合には、使用

日に行うこと 

３ 教育委員会は、使用許可をしたときは、使用承認書を交付

するものとする。 

４ センターの施設の使用許可に係る手続（センターの施設を

個人使用しようとする場合及び次条第二項に規定する場合の

使用許可に係る手続を除く。）については、前三項の規定に

かかわらず、市民利用施設予約システム（仙台市民利用施設

予約システムの運用及び利用者登録等に関する規則（平成十

五年仙台市規則第八十七号）第二条第二号に規定するものを

いう。）を利用する方法により行うことができる。 

第四条の二 条例第三条第二項第三号に規定する教育委員会が

不適当と認めるときは、次の各号に掲げる場合とする。 

一 センターの施設において物品又は権利の販売又は宣伝

（次項において「物品販売等」という。）を行おうとする

場合 

二 その他センターの設置目的に照らして教育委員会が不適

当と認める場合 

２ 教育委員会は、前項第一号の規定にかかわらず、センター

の設置目的に照らして適当と認める場合は、センターの施設

において物品販売等を行おうとする者に対し、使用許可をす

ることができる。この場合において、物品販売等を行おうと

する者は、教育委員会が必要と認める書類を教育委員会に提

出しなければならない。 

（市長が必要と認めるときの使用料の納期限） 

第五条 条例第四条第二項ただし書に規定する市長が必要と認

めるときは、次の各号に掲げる場合とし、同項ただし書に規

定する別に定める納期限は、当該各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める日とする。 

一 使用料を口座振替の方法により納入する場合 使用許可

を受けた日の属する月の翌月末日 

二 区長が特別な事由があると認める場合 区長が定める日 
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（市長が必要と認めるときの使用料の額の特例） 

第六条 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）が条

例第四条の二第一号に該当する場合において、同条の規定に

より市長が定める使用料の額は、零とする。 

２ 条例第四条の二第二号に規定する市長が別に定める期間は、

次の各号に掲げる期間とし、同条の規定により市長が定める

使用料の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる

期間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

一 使用許可を受けた日から使用日の七日前の日までの期間 

零 

二 使用日の七日前の日の翌日から使用日までの期間 条例

第四条第一項の規定による使用料（条例第六条の規定によ

り使用料を減免した場合にあっては、当該減免後の使用料）

の額 

３ 使用者が前条の納期限までに使用料を納入せず、かつ、セ

ンターの施設を使用する意思があると認められないときは、

当該納期限の日において使用の取りやめの申出がなされたも

のとみなし、前項の規定を準用する。 

（使用料の返還） 

第七条 使用者が条例第四条の二第一号に該当すると区長が認

める場合において、条例第五条ただし書の規定により既納の

使用料を返還する場合の返還額は、既納の使用料の全額とす

る。 

２ 使用者が条例第四条の二第二号に該当すると区長が認める

場合において、条例第五条ただし書の規定により既納の使用

料を返還する場合の返還額は、前条第二項第一号に掲げる期

間においては、既納の使用料の全額とする。 

３ 使用料の返還を受けようとする者は、還付請求書を区長に

提出しなければならない。ただし、区長が特別の事由がある

と認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者に管理を行わせる場合における規定の適用） 

第八条 条例第十条の規定により指定管理者（地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三項に規

定する指定管理者をいう。以下同じ。）にセンターの管理を

行わせる場合における第四条の規定の適用については、同条

中「教育委員会」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（審議会） 

第九条 仙台市公民館運営審議会（以下「審議会」という。）

は、次に掲げる事務を所掌する。 

一 生涯学習支援センター長から諮問のあったことについて、

審議すること 

二 センターにおける各種の事業について、調査研究するこ

と 

三 センターにおける各種の事業について、評価すること 

四 その他審議会が必要と認める事項について、審議等を行

うこと 

２ 審議会に会長及び副会長一人を置く。 

３ 会長及び副会長は、それぞれ委員が互選する。 

４ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長

が欠けたときは、その職務を代行する。 

第十条 会長は、審議会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、二月ごとに一回開くものとする。ただし、

会長が必要と認めたときは、臨時に開くことができる。 

３ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くこと

ができない。 

４ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

第十一条 審議会の庶務は、生涯学習支援センターにおいて処

理する。 

第十二条 前三条に定めるもののほか、審議会の運営に関し必

要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

（実施細目） 

第十三条 この規則の実施細目は、教育長が定める。 

 

附則省略 


